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～みんな　笑顔で　いきいき　のびのび　豊かな社会～ 
私たちがめざす男女共同参画社会とはどんな社会でしょうか。 

男女共同参画社会の姿を描いてみました。 

職場では 

みんなで築く男女共同参画社会 

男性も女性もいきいき 
働いているね。 

みんなでのびのび 
楽しそうね。 

一人ひとりの個性が 
大切にされているね。 

仕事と家庭が両立できる環境が 
整備されていると働きやすいわよね。 

学校では 



2

男女共同参画社会とは 
男女が，互いの違いを認め合い，互いに人権を尊重しながら，その個性と能力を十分に発揮し，社

会のあらゆる分野において共に参画し，責任も分かち合うことのできる社会です。 

～広島県男女共同参画推進条例　前文より～ 

みんなで家事をすると 
楽しいよね。 

みんなで決めたことを 
みんなでやることも大切だね。 

家族で協力しているわね。 

家庭では 

地域社会では 

暮らしやすい地域にするためには, 
みんなで話し合って決めることが大切ね。 
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広島県男女共同参画基本計画（第2次） 

広島県男女共同参画推進条例 ～五つの基本理念～ 

　県は，平成１３（２００１）年１２月に，県と県民，事業者の取組の基本的な方向を明ら

かにした「広島県男女共同参画推進条例」を制定し，条例に基づく初めての計画

として，条例の五つの基本理念を基に，県が取り組むべき施策を明らかにした「広

島県男女共同参画基本計画」（以下「計画（第1次）」といいます。）を，平成１５（

２００３）年２月に策定し，様々な施策を実施してきました。 

　計画（第1次）に掲げる具体的施策の推進期間が平成１７（２００５）年度で終了す

ることから，具体的施策の見直しなど，計画（第1次）の改定を行い，「広島県男女

共同参画基本計画（第2次）」を策定しました。 

男女の人権の尊重 
男女が個人として尊重され，性
別による差別を受けることなく，
ひとりの人間として能力が発揮
できることです。 

1
社会における制度又は慣行

についての配慮 
固定的な役割分担にとらわれず，
男女が様々な活動を主体的に
選択できるよう，社会の制度や
慣行に配慮することです。 

2
政策等の立案及び決定へ
の共同参画の機会の確保 
男女が対等なパートナーとして，
いろいろな方針の決定の場でい
っしょに考え，いっしょに決定す
ることです。 

3

家庭生活における活動と
他の活動の両立 

男女は共に家族の構成員。子育
てや介護など家庭のこと，仕事
や学習，地域での活動など，お互
いに協力することです。 

4
国際的協調 

男女共同参画を推進する国際
社会での取組，地域での国際理
解・交流などに協力して取り組
むことです。 
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計画の位置付け 
「広島県男女共同参画推進条例」，「男女共同参画社会基本法」に基づく計画です。 

 

計画の目標年次等 
目標年次  　　　　　　平成２２（２０１０）年度 

具体的施策の推進期間  平成１８（２００６）～２２（２０１０）年度（5年間） 

 

基本的な視点 
男女共同参画社会を実現するための 

「しっかりとした環境を創る」　　　　　　　　 　  …「環境づくり」 

「実践する人を創る」　　　　　　　　　　　　 　…「人づくり」 

「私たちが安心して暮らすことができる社会を創る」…「安心づくり」 

　という三つの視点から施策を展開します。 
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重点項目 

急速に変化する社会経済環境に対応しながら男女共同参画をより一層推進するため，次の項目を重点的に実施します。 

施策の推進 
　「広島県男女共同参画推進本部」を中心に，各部局が連携を密にし，計画に掲げる具体的施策を着実に推進します。 

　施策の推進に当たっては，施策目標に関連する指標を数値化した「行動目標」を設定し，具体的施策の成果を検証す

ることにより，計画的に実施します。　 

　男女共同参画社会の実現に向け，県民と事業者の理解と協力のもとに，市町と連携し，施策の推進を図ります。 

　男女共同参画を推進するための環境づくりとしては，働く場における環境の整備が

重要です。 

　職場において，事実上存在している男女間の格差の解消に努めるとともに，女性の

登用を積極的に推進することなどにより，男女が対等な構成員としてその個性と能力

を十分に発揮し，いきいきと働くことができる環境の整備に取り組みます。 

　また，少子高齢化が進展する中で，男女が共に安心して子育てや介護をしながら働き

続けることができる環境の整備に取り組みます。特に，多様な働き方や，男性も含めた

「働き方の見直し」が可能となるよう，環境の整備に取り組みます。 

環境づくり 

　男女共同参画を推進するための人づくりとしては，家庭，学校，地域など社会の様々

な分野で，男女がお互いに協力して男女共同参画を推進するよう，啓発を行うことが重

要です。 

　特に，少子高齢化や家族形態の多様化が進む中で，豊かで活力ある社会を築くため

に，男女が共に積極的に子育てに参画できるよう支援策を講じます。 

人づくり 

　男女共同参画を推進するための安心づくりとしては，だれもが安心していきいきと

暮らすことができる社会を築いていくことが重要です。 

　中でも，男女共同参画社会の実現を阻害する要因の一つである配偶者からの暴力

をはじめとする男女間のあらゆる暴力の防止に向けた取組を推進します。 

安心づくり 



施策の体系 

（１）男女の均等な機会と待遇の確保に向けた雇用環境の整備 

（２）職業生活と家庭生活が両立できる環境の整備 

（３）多様な働き方を可能にする雇用環境の整備 

（４）農林水産業及び商工業等の自営業における男女共同参画の推進 

（５）女性の起業・経営活動に向けた環境の整備 

（１）政策・方針の立案及び決定過程への男女共同参画の促進 

（２）地域社会活動における男女共同参画の推進 

（１）家庭における男女共同参画を推進するための啓発の充実 

（２）家庭教育・子育て支援の充実 

（１）生涯を通じた健康対策の推進 

（２）だれもが安心して暮らし，自立できるための支援 

（１）配偶者等からの暴力を防止するための取組の推進 

（２）セクシュアル・ハラスメント等男女間におけるあらゆる暴力を防止するための取組の推進 

（１）国際交流・国際協力・平和貢献の推進 

（２）情報の収集及び提供 

（１）県の推進体制の充実等 

（２）広島県女性総合センター「エソール広島」の充実・強化 

（３）市町等との連携強化・取組支援 

（１）男女共同参画に関する広報・啓発の充実 

（２）県民の主体的な取組への支援 

（３）メディアにおける男女共同参画の推進 

（１）男女共同参画を推進する教育の充実 

（２）生涯を通じた学習機会の提供 

（３）研修の充実・支援 

基本的な視点 基本となる施策の方向 県の施策 

環境づくり 
しっかりとした環境を創る 

安心づくり 
私たちが安心して暮らすことが 

できる社会を創る 

働く場における男女共同参画の推進 1

地域社会活動における男女共同参画の推進 2

男女共同参画の推進に向けた体制の整備 3

男女共同参画の推進に向けた広報・啓発の充実 1

男女共同参画を推進する教育と学習機会の充実 2

家庭における男女共同参画の推進 3

生涯を通じた健康と自立の支援 1

男女間におけるあらゆる暴力の根絶に向けた取組の推進 2

男女共同参画の視点に立った国際活動の推進 3
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男女共同 
参画社会 
の実現 

男女が,互いの違いを認め合い,

互いに人権を尊重しながら,そ

の個性と能力を十分に発揮し,

社会のあらゆる分野において共

に参画し,責任も分かち合うこと

のできる男女共同参画社会づく

りを推進します。 

人づくり 
実践する人を創る 



環境づくり 

働く場における男女共同参画の推進 1
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だれもがいきいきと 
活躍できる社会をめざして 
 
　働く場や地域社会で男女共同参画を推進するためには，
男女が対等なパートナーとして様々な活動に共に参画でき
る条件や環境を整えることが必要です。 
　県は，だれもが，様々な分野でいきいきと活躍できる社会
をめざして，次の取組を推進します。 

（１）　男女の均等な機会と待遇の確保に向けた雇用環境の整備 
　県，市町，民間企業，各種団体など様々な職場において，男女が対等な構成員として，個性と能力を発揮しな
がら働くことができるよう，雇用環境の整備を図ります。 
 

（２）　職業生活と家庭生活が両立できる環境の整備 
　男女が家庭や地域社会での生活を大切にしながら，自分の意思で働くことを選択した場合にその意思が
尊重され，だれもが安心して働き続けることができるよう，職業生活と家庭生活の両立に向けた環境の整備
を図ります。 

 
（３）　多様な働き方を可能にする雇用環境の整備 

　男女がそれぞれのライフスタイル等に応じ，多様で柔軟な働き方を選択でき，また，それぞれの働き方に対
応できる雇用環境を整備するとともに，育児や介護等を理由とした退職者の再就職を支援します。 
 

（４）　農林水産業及び商工業等の自営業における男女共同参画の推進 
　生産組織等における方針決定過程への女性の参画を拡大するとともに，生産，経営，家庭生活に男女が共
に参画できるよう環境の整備を図ります。 
 

（５）　女性の起業・経営活動に向けた環境の整備 
　生産や経営の主体となる女性の生産技術や経営管理能力の向上を図るとともに，経済的な自立を促進す
るよう支援します。 

１００ 
（％） 

８０ 

７０.５ 

５７.２ 

７３.０ 
７０.５ 

５７.２ 

７３.０ 

９３.１ 

９２.８ 

６０ 

４０ 

２０ 

0
１５～１９ ２０～２４ ２５～２９ ３０～３４ ３５～３９ ４０～４４ ４５～４９ ５０～５４ ５５～５９ ６０～６４ ６５歳以上 

昭和６０（１９８５）年 女性 

平成１２（２０００）年 女性 

平成１２（２０００）年 男性 

昭和６０（１９８５）年 男性 

広島県の労働力率（年齢別） 

資料：総務省「国勢調査」 

（注） 労働力率：１５歳以上人口に占める労働力人口の割合 

１５歳以上人口 

労働力人口 
就業者（休業者を含む） 

完全失業者 

非労働力人口（主に家事従事, 学生, 高齢者等） 

女性の労働力率は３０歳代を谷とする 
Ｍ字カーブを描いています。 

女性は，結婚，出産を機に職場を離れ，子育てが
一段落したところで再就職するという就業パ
ターンを持つ人が多く，それがＭ字カーブの要
因となっていると考えられます。 



地域社会活動における男女共同参画の推進 2

男女共同参画の推進に向けた体制の整備 3
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広島県女性総合センター 

「エソール広島」 

（１）　政策・方針の立案及び決定過程への男女共同参画の促進 
　政策・方針の立案や決定過程への男女共同参画を促進するため，県が率先して審議会等委員として積極
的に女性を登用するとともに，様々な分野で方針の立案及び決定過程に男女が共に参画できるよう啓発を
行います。 

 
（２）　地域社会活動における男女共同参画の推進 

　豊かで暮らしやすい地域社会を築くため，男女が共に地域社会活動に積極的に参画し，男女共同参画社会
づくりに向けて取り組むことができるよう支援します。 

（１）　県の推進体制の充実等 
　男女共同参画社会の実現に向けて，県が率先して男女共同参画に関する施策を総合的・効果的に推進す
るための体制を充実・強化します。 
 

（２）　広島県女性総合センター「エソール広島」の充実・強化 
　男女共同参画社会の実現をめざす中核的拠点として，情報・研修・相談・交流等の各種事業の充実に努め
るとともに，その機能強化を図ります。 
 

（３）　市町等との連携強化・取組支援 
　県内各地域で男女共同参画に関する取組が推進されるよう，市町等との連携を強化し，情報提供や取組支
援を行います。 
　また，県内のＮＧＯ，ＮＰＯ，ボランティア等が男女共同参画の推進のために実施する主体的な取組を支援し
ます。 

財団法人広島県女性会議により運営されています。 
 
財団法人広島県女性会議　〒730-0043　広島市中区富士見町11番6号 

電 話 082－242－5262　　　ファクシミリ 082－240－5441 
ＵＲＬ http://www.essor.or.jp   メールアドレス essor@essor.or.jp

県内の審議会等における女性
委員の割合は増加しています。 

３０ 

２０ 

１０ ９.０ 

７.８ 

２４.０ 

２２.８ 

0

市町（広島県） 

広島県 

（％） 

昭和６３ 
（１９８８） 

平成2 
（１９９０） 

4 
（１９９２） 

6 
（１９９４） 

8 
（１９９６） 

１０ 
（１９９８） 

１２ 
（２０００） 

１４ 
（２００２） 

１６ 
（２００４） 

１７年 
（２００５） 

県・市町の審議会等における女性委員の割合の推移 

（注） 県は，６月１日現在（ただし，昭和６３(１９８８)年は

５月１日現在） 

　市町は，４月１日現在（ただし，昭和６３（１９８８）年は

５月１日現在，平成元(１９８９)年～平成６(１９９４)年は６

月１日現在，平成１４(２００２)年・平成１５(２００３)年は３

月３１日現在） 

資料：広島県人事室，広島県男女共同参画推進室，　 
　　 広島県教育委員会，広島県警察本部調べ 



人づくり 

男女共同参画の推進に向けた広報・啓発の充実 1
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（１）　男女共同参画に関する広報・啓発の充実 
　男女共同参画の推進に向け，県民一人ひとりが男女共同参画に関する理解を深めることができるよう，多
様な機会を通じて広報・啓発を行います。 
 

（２）　県民の主体的な取組への支援 
　県民が，男女共同参画の推進に向け積極的な取組ができるよう，広報・啓発を行います。 
 

（３）　メディアにおける男女共同参画の推進 
　社会に対して大きな影響力を持つメディアに対して，人権尊重の視点に立った自主的な取組が行われるよ
う働きかけます。 

　男女がお互いに協力して男女共同参画を推進するために
は，男女共同参画についての理解が深まることが必要です。 
　県は，県民一人ひとりが，いきいきと学び，希望を持って活
動できる社会をめざして，次の取組を推進します。 

だれもが希望を持って 
活動できる社会をめざして 
 

１００（％） ５０ ０ 

家庭生活 
【女　性】 

【男　性】 

【女　性】 

【男　性】 

【女　性】 

【男　性】 

【女　性】 

【男　性】 

【女　性】 

【男　性】 

【女　性】 

【男　性】 

【女　性】 

【男　性】 

職場 

学校教育の場 

政治の場 

法律や制度上 

社会通念・習慣・ 
しきたりなど 

社会全体 

どちらかといえば 
男性の方が優遇 
されている 

わからない 

無回答 平等 

『男性優遇』 

男性の方が 
優遇されている 

どちらかといえば 
女性の方が優遇 
されている 

女性女性の方が 
優遇優遇されている 
女性の方が 
優遇されている 

『女性優遇』 

２０.２ 

３０.２ 

１６.０ 

３.４ 

２.４ 

３１.６ 

２１.２ 

１４.７ 

３２.７ 

２０.７ 

２１.７ 

１２.６ １.４ 

７.０ １.９ 

１.５ 

１３.８ １.４ 

１.２ ２０.２ 

３０.２ 

１６.０ 

３.４ 

２.４ 

３１.６ 

２１.２ 

１４.７ 

３２.７ 

２０.７ 

２１.７ 

１２.６ ４8.４ ２２.２ ６.２ １.４ ４.９ ４.３ 

６.１ 

３.４ 

６.２ 

４.８ 

８.４ 

３.８ 

７.１ 

５.８ 

８.２ 

４.４ 

７.４ 

１.８ 

４.３ 

４.３ 

５２.４ ７.８ ２.９ 

２.８ 

２.２ 

２.１ 

２.４ 

２.３ 

２.９ ８.０ ６.１ 
１.１ １.１ 

４８.９ １６.９ ２.８ ７.０ ３.４ 
０.３ 

０.５ 

０.３ 

４２.１ ８.３ ２.２ ８.０ ６.２ 
０.５ 

７.０ ２０.５ ４９.９ ７.７ １.９ ８.３ ４.８ 

２９.０ ３１.１ ４.４ １１.１ ８.４ 
１.４ １.４ 

３８.２ ２８.１ ２.１ ６.２ ３.８ 
０.４ ０.４ 

３５.４ １５.０ ９.４ ７.１ 

６.９ ６３.２ ７.７ １３.０ ５.８ 
０.９ ０.９ 

０.９ 

０.６ 

０.９ 

０.６ 

１４.１ ５５.９ ２.４ １４.９ ８.２ 
１.０ 

０.３ 

１.０ 

４５.１ １８.６ ８.４ １.５ ６.１ ４.４ 

３６.１ １３.６ ２.３ １０.０ ７.４ 
０.３ 

１３.８ ３７.９ ３５.１ ５.２ １.４ ４.７ １.８ 

３７.８ ２４.９ ６.２ １.２ ５.４ ４.３ 

男女の地位は平等になっていると思いますか 

「学校教育の場」と「法律や
制度上」を除くすべての分野
で，男女共に50％を超える人
が『男性優遇』と回答してい
ます。 

（注） 調査対象は，県内在住の満２０歳以上の県民２,０００人 

資料：広島県「広島県政世論調査」〔平成１７（２００５）年度〕 



男女共同参画を推進する教育と学習機会の充実 2

家庭における男女共同参画の推進 3
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（１）　男女共同参画を推進する教育の充実 
　子どもの発達段階に応じて，一人ひとりの個性を尊重しながら，男女共同参画に関する教育を推進すると
ともに，望ましい勤労観・職業観などを身に付けることができるよう，キャリア教育の充実を図ります。 

 
（２）　生涯を通じた学習機会の提供 

　県民一人ひとりが男女共同参画に関する理解を深めることができるよう，生涯を通じて学習することので
きる機会を提供します。 
 

（３）　研修の充実・支援 
　様々な分野で，男女共同参画を推進するための研修の充実を図ります。 

（１）　家庭における男女共同参画を推進するための啓発の充実 
　家庭生活において，家族が相互の理解と協力のもとに，家族の一員として家事や子育て，介護などの責任
を果たすことができるよう，啓発の充実を図ります。 
 

（２）　家庭教育・子育て支援の充実 
　みんなで支え合う子育て支援社会をめざして，家族をはじめ地域社会全体で，教育や子育てに取り組むこ
とができるよう，男女共同参画の視点に立ち，「未来に輝くこども夢プラン」を着実に推進します。 

未来に輝くこども夢プラン 
　子どもが健やかに生まれ，育成される環境づくりを推進する上での基
本理念，基本的視点及びその実現に必要な施策を明らかにしたもので，
次世代育成支援対策推進法に基づく県の行動計画です。 

1日の行動の種類別総平均時間数（15歳以上）（広島県） 

2次活動の時間の使い方で
男女間に大きな違いが現れ
ています。 

（注） 1次活動：睡眠，食事など生理的に必要な活動 

2次活動：仕事，家事など社会生活を営む上で義務的な性格の強い活動 

3次活動：1次，2次活動以外の各人が自由に使える時間における活動 

 資料：総務省「社会生活基本調査」〔平成１３(２００１)年〕 

女性 

男性 

１０.３６ 

１０.２５ ６.２４ 

３.２１ １０.３６ 

１０.２５ 

０.００ ２４.００ 
（時間.分） 

６.００ １２.００ １８.００ 

６.２４ ６.３６ ０.３５ ０.３５ 

３.２１ ３.５７ ６.０５ 

１次活動 
〔睡眠，食事等〕 

2次活動  1  
〔仕事関連（通勤・通学，仕事），学業〕 

2次活動  2  
〔家事関連（家事，介護・看護，買い物），育児〕 

3次活動 
〔趣味，ボランティア等〕 



安心づくり 

生涯を通じた健康と自立の支援 1
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（１）　生涯を通じた健康対策の推進 
　男女が共に生涯にわたって健康を享受できるよう，男女共同参画の視点に立ち，県民一人ひとりのライフ
ステージに応じた健康対策を推進するとともに，妊娠・出産にかかわる女性の健康支援の充実を図るため「
健康ひろしま２１」を着実に推進します。 
 

（２）　だれもが安心して暮らし，自立できるための支援 
　豊かで活力ある社会を築くため，高齢者や障害者の社会参画が促進されるよう，男女共同参画の視点に立
ち，「ひろしま高齢者プラン（平成１８～２０年度）」，「広島県障害者プラン」を着実に推進します。 
　また，防災・災害復興に当たっての様々なニーズに対応できるよう，男女共同参画の視点を取り入れた防
災・災害復興体制を整備します。 

健康ひろしま２１ 
　県民一人ひとりが健康でいきいきと社会の中で暮らし，生
涯を通じて社会参加ができる健康長寿の実現をめざし，県
民が主体的に取り組む健康づくり運動を総合的に推進する
ための計画です。 

ひろしま高齢者プラン（平成１８～２０年度） 
　老人保健福祉計画と介護保険事業支援計画を一体化し，
本県において必要とされる高齢者福祉保健サービス及び介
護サービスの整備目標と提供体制等を定めたもので，市町
の老人保健福祉計画及び介護保険事業計画の達成を支援
する計画です。 

広島県障害者プラン 
　障害者の生活全般にかかわる幅広い施策の一層の展開
を図るため，障害者施策の基本的方向と推進方策及び福祉
サービスの目標等を定めたもので，基本計画及び重点実施
計画が一体となったプランです。 

　男女が生涯を通じて，心身ともに健康で自立しながら，
社会参画できるよう安全と安心を確保することが必要です。 
　県は，だれもが安心していきいきと暮らせる社会をめざし
て，次の取組を推進します。 

だれもが 
安心して暮らせる社会を 
めざして 

周産期，乳児，新生児及び妊産婦の
死亡率の動向を見ると，いずれの
指標も低下してきていますが，近
年では横ばい傾向にあります。 

２０.５ 

１０.９ 

７.７ 

４.７ ４.４ 

２.６ 

１.４ 

０.０ 
０ 

５ 

１０ 

１５ 

２０ 

２５ 

０ 

５ 

１０ 

１５ 

妊産婦死亡率 

周産期死亡率 

乳児死亡率 

新生児死亡率 

（出産千対,出生千対） 

妊産婦死亡率 
（出産十万対） 

昭和５５ 
（１９８０） 

平成2 
（１９９０） 

９ 
（１９９７） 

１１ 
（１９９９） 

１３ 
（２００１） 

１５ 
（２００３） 

１６年 
（２００４） 

広島県の母子保健関係指標の推移 

（注） 周産期：妊娠２２週から生後１週間未満の期間 

資料：厚生労働省「人口動態統計」 



男女間におけるあらゆる暴力の根絶に向けた取組の推進 2

男女共同参画の視点に立った国際活動の推進 3
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（１）　配偶者等からの暴力を防止するための取組の推進 
　配偶者等からの暴力を防止し被害者を保護するための計画を策定し，関係機関との連携により，総合的に
施策を実施します。 
 

（２）　セクシュアル・ハラスメント等男女間におけるあらゆる暴力を防止するための取組の推進 
　学校，職場，地域社会などでだれもが安心して暮らすことができるよう，セクシュアル・ハラスメント，性犯罪
，売買春など，人権を侵害する様々な暴力の防止に向けた取組を推進します。 
 

（１）　国際交流・国際協力・平和貢献の推進 
　男女共同参画の視点に立って，「ひろしま国際施策推進プラン２０１０」を着実に推進します。 
 

（２）　情報の収集及び提供 
　国際社会における取組に協調した施策展開を図るための情報収集・情報提供に努めます。 

DV防止法（配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律） 
　配偶者からの暴力に係る通報，相談，保護，自立支援の体制を整備することにより，配偶者からの暴力を防止し，被害
者の保護を図るため，平成１３（２００１）年に施行されました。 
　ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）とは，夫やパートナーなどからの身体的，経済的，性的，精神的暴力などをいいま
す。 
　平成１８（２００６）年度にＤＶ防止法に基づき「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する広島県基本計
画（仮称）」を策定予定です。 

注意事項：百分率の合計については，四捨五入の関係で１００.０％にならない場合があります。 

ひろしま国際施策推進プラン２０１０ 
　本県の国際施策推進の目標，施策展開の基本方向等を明確にするとともに，県
民，市町，NPO・ＮＧＯなどと連携・協働し，国際施策を総合的・効果的に推進する
ための中期的な基本指針です。 

相談件数は近年増加傾向にあります。 
特に暴力に係る相談件数はＤＶ防止法
施行後，大幅に増加しています。 

セクシュアル・ハラスメント防止対策を
講じている事業主は37.4％です。 

２４ 

４５ 

３,６３５ 

１,６２８ 

２４ 

２０６ 

４５ 

３,６３５ 

１,６２８ 

５,２６３ 

９９ 

１,１４７ １,８８２ 

６,４０６ 

１１０ 

１６４ 

３３９ 

１４０ 

４,５９５ 

１,９５８ 

９９ 

１,１４７ １,８８２ 

６,４０６ 

１,９５３ １,９５３ 

８,３５９ 

１１０ 

１６４ 

２,２２１ 
３３９ 

１,３０３ 
１５６ １５６ 

１４０ 

４,５９５ 

１,９５８ 

６,５５３ 

０ 

５０ 

１００ 

１５０ 

２００ 

０ 

１,000

２,000

３,000

４,000

５,000

６,000

７,000

８,000

９,000

（相談件数,暴力逃避件数, 
配偶者からの暴力件数：件） （一時保護件数：件） 

相談件数（県立婦人相談所等） 

相談件数のうち,暴力逃避件数（県立婦人相談所等） 

相談件数（エソール広島） 

一時保護件数（県立婦人相談所） 

一時保護件数のうち,暴力逃避件数（県立婦人相談所） 

相談件数のうち,配偶者からの暴力件数（エソール広島） 

平成１０ 
（１９９８） 

講じている 
３７.４％ 

講じていない 
４２.８％ 

無回答 
４.１％ 

検討中 
１５.８％ 

１１ 
（１９９９） 

１２ 
（２０００） 

１３ 
（２００１） 

１４ 
（２００２） 

１５ 
（２００３） 

１６年度 
（２００４） 

県立婦人相談所等，「エソール広島」における相談件数等の推移 

セクシュアル・ハラスメント防止対策の有無 
事業主調査 

（注） 調査対象は，広島県内の本所事業所２,５００社 

資料：広島県「広島県働く男女の雇用環境実態調査」〔平成１７(２００５)年度〕 

（注） 相談件数：電話相談，面接相談を加えたもの 

　　 暴力逃避件数：配偶者等，子，親，その他の親族及びその

他の者による身体的，精神的又は性的

暴力被害に関する相談件数を計上して

いる。ただし，平成１５(２００３)・１６(２００４)

年度の一時保護件数のうちの暴力逃避

件数は，配偶者からの暴力件数のみを

計上している。 

　　 配偶者からの暴力件数：平成１４(２００２)年度か

ら集計している。　　  資料：県立婦人相談所等：広島県福祉保健部

調べ 
　　  「エソール広島」：（財）広島県女性会議調べ 

1

2

3

4

5

6

1

2

3

4

5

6
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※1　ここに掲げる「大企業」とは従業員301人以上の企業，「中小企業」とは従業員100人以上300人以下の企業をいう。 
※2　5審議会とは，広島県交通安全対策会議，広島県防災会議，広島県石油コンビナート等防災本部，広島県地方港湾審議会及び広島県国民保護協議会をいう。 
※3　妊娠22週から生後1週間未満の期間における人口千人当たりの死亡率で,数値の低い方からの順位。 
※4　障害者自立支援法の施行により，平成18（2006）年10月から新たな事業体系に移行するため，指標名等を変更する予定。 

計画に掲げる具体的施策の行動目標一覧 

基本的 
な視点 

基本となる 
施策の方向 

県の 
施策 指　標　名 現況値 

（年度） 
目標値 
（年度） 

環
境
づ
く
り 
人
づ
く
り 

安
心
づ
く
り 

●働く場における男女共同参画の推進 

■職業生活と家庭生活が両立できる環境の整備 

■農林水産業及び商工業等の自営業における男女共同参画の推進 

■女性の起業・経営活動に向けた環境の整備 

■政策・方針の立案及び決定過程への男女共同参画の促進 

■地域社会活動における男女共同参画の推進 

■市町等との連携強化・取組支援 

■男女共同参画を推進する教育の充実 

■生涯を通じた学習機会の提供 

■家庭教育・子育て支援の充実 

■生涯を通じた健康対策の推進 

■だれもが安心して暮らし，自立できるための支援 

一般事業主行動計画を策定し，次世代育成支援に取り組む企業の割合（大企業）※1 95.9％ H17（2005） 100％ H21（2009） 
一般事業主行動計画を策定し，次世代育成支援に取り組む企業の割合（中小企業）※1 3.3％ H17（2005） 25％ H21（2009） 
育児休業制度を就業規則に規定している企業の割合 86.5％ H17（2005） 100％ H21（2009） 
ファミリー・フレンドリー企業表彰 9企業 H17（2005） 18企業 H21（2009） 
ファミリー・サポート・センター実施か所数 10か所 H17（2005） 20か所 H21（2009） 
低年齢児保育受入児童数 18,435人 H17（2005） 20,621人 H21（2009） 
延長保育実施か所数 339か所 H17（2005） 398か所 H21（2009） 
放課後児童クラブ実施か所数 428か所 H17（2005） 449か所 H21（2009） 

●地域社会活動における男女共同参画の推進 

県の審議会等委員のうち女性委員の占める割合（全審議会） 24.0％ H17（2005） 30％ H22（2010） 
（法令等により構成員の職務分野が指定されている5審議会※2を除く。） 29.5％ H17（2005） 35％ H22（2010） 
ひろしま女性大学修了生累計 803人 H17（2005） 1,000人 H22（2010） 

●男女共同参画を推進する教育と学習機会の充実 

長期職場体験実施校の割合（公立中学校） 14.7％ H17（2005） 60％ H20（2008） 
最終学年生徒におけるインターンシップ体験生徒の割合（県立高校） 23.7％ H16（2004） 40％ H20（2008） 

●生涯を通じた健康と自立の支援 

小児救急医療体制が確保されている二次保健医療圏域数  6圏域 H17（2005） 7圏域 H20（2008） 
周産期死亡率（人口千人当たり）※3 4.4人（全国9位） H16（2004） 全国1位 H20（2008） 

小規模多機能型居宅介護（介護予防を含む）提供量 0人 H17（2005） 2,408人 H20（2008） 
認知症対応型共同生活介護（グループホーム）（介護予防を含む）定員数 2,048人 H16（2004） 3,976人 H20（2008） 
障害者グループホーム定員数※4 291人 H16（2004） 　平成18（2006）年度に設定 
消防団員のうち女性の占める割合 1.1％ H17（2005） 7.8％ H22（2010） 

●男女共同参画の推進に向けた体制の整備 

男女共同参画計画を策定した市町の割合 47.8％ H17（2005） 100％ H22（2010） 

●家庭における男女共同参画の推進 

地域子育て支援センター実施か所数 77か所 H17（2005） 104か所 H21（2009） 

ひろしままなびネットへのアクセス件数 68,833件 H16（2004） 90,000件 H20（2008） 

女性の農業委員数 30人 H17（2005） 46人 H22（2010） 
家族経営協定の締結数 101件 H16（2004） 328件 H22（2010） 

農山漁村における農林水産物加工等に係る女性の個人経営 44人 H16（2004） 100人 H22（2010） 
農山漁村における農林水産物加工等に係る女性のグループ経営 160グループ H16（2004） 300グループ H22（2010） 
 

ＮＰＯ法人数 （人口10万人当たり） 11.3法人 H16（2004） 17法人 H20（2008） 
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国
連
婦
人
の
十
年 

男女共同参画に関する動き 

国際機関等 年 国 広　島　県 

国際婦人年 
●国際婦人年世界会議開催（メキシコシティ） 
　「世界行動計画」採択 
 
 
 
 
　　 ●「女子差別撤廃条約」採択（第３４回国連総会） 
　　　 （１９８１（昭和５６）年発効） 
 
　　 ●｢国連婦人の十年」中間年世界会議開催 
　　　 （コペンハーゲン） 
　　　 ｢国連婦人の十年後半期行動プログラム」採択 
 
　　  
 
 
 
 
　　 ●｢国連婦人の十年｣最終年世界会議開催 
　　　（ナイロビ） 
　　　 ｢（西暦２０００年に向けての）婦人の地位向上のた
　　　 めのナイロビ将来戦略」採択 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●国連経済社会理事会「婦人の地位向上のためのナイロ
　ビ将来戦略に関する第1回見直しと評価に伴う勧告及　
び結論」採択 
　 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●第4回世界女性会議及びＮＧＯフォーラム開催（北京） 
　「北京宣言及び行動綱領」採択 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●国連特別総会「女性２０００年会議」開催（ニューヨーク）
　「政治宣言」，「成果文書」採択 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●第４９回国連婦人の地位委員会開催 
　（国連「北京＋１０」世界閣僚級会合，ニューヨーク）  
　宣言文採択 

昭和５０年 
（１９７５） 

 
 

昭和５２年 
（１９７７） 

 
昭和５４年 
（１９７９） 

 
昭和５５年 
（１９８０） 

 
 

昭和５６年 
（１９８１） 

昭和５７年 
（１９８２） 

 
昭和６０年 
（１９８５） 

 
 
 

昭和６１年 
（１９８６） 

 
 

昭和６２年 
（１９８７） 

昭和６３年 
（１９８８） 

 
 
 

平成元年 
（１９８９） 

平成2年 
（１９９０） 

 
 

平成3年 
（１９９１） 

 
 

平成4年 
（１９９２） 

 
平成6年 
（１９９４） 

 
平成7年 
（１９９５） 

 
平成8年 
（１９９６） 

平成9年 
（１９９７） 

 
平成１０年 
（１９９８） 

 
 
 

平成１１年 
（１９９９） 

平成１２年 
（２０００） 

 
平成１３年 
（２００１） 

 
 
 

平成１４年 
（２００２） 

 
 
 

平成15年 
（２００３） 

 
平成16年 
（２００４） 

平成17年 
（２００５） 

●総理府に「婦人問題企画推進本部」, 「婦人問題担当
　室」設置 
 
 
●「国内行動計画」策定 
 
 
 
 
 
●「女子差別撤廃条約」署名 （昭和６０年批准，発効） 
 
 
 
●「国内行動計画後期重点目標」策定 
 
 
 
 
●「国籍法」改正，施行  
●「男女雇用機会均等法」公布 （昭和６１年施行） 
 
  
 
 
 
 
 
●「西暦２０００年に向けての新国内行動計画」策定 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●「西暦2000年に向けての新国内行動計画（第一次改
　定）」策定 
●「育児休業法」公布 （平成４年施行） 
 
 
 
 
●総理府に「男女共同参画室」設置 
●「男女共同参画推進本部」設置 
 
●「育児休業法」改正，「育児・介護休業法」公布，一部 
　施行 （平成１１年全面施行） 
 
●「男女共同参画２０００年プラン」策定 
 
●「男女雇用機会均等法」改正 （平成１０年一部施行， 
　平成１１年全面施行） 
 
 
 
 
 
 
●「男女共同参画社会基本法｣公布，施行 
 
●「男女共同参画基本計画」策定 
 
 
●内閣府に「男女共同参画会議」，「男女共同参画局」
　設置（中央省庁再編）  
●「ＤＶ防止法」公布，一部施行 （平成１４年全面施行） 
 
 
 
 
 
 
 
●「次世代育成支援対策推進法」公布，一部施行 （平
成　１７年全面施行） 
 
●「ＤＶ防止法」改正，施行 
 
●「男女共同参画基本計画（第２次）」策定 

 
 
 
 
●女性行政の総合窓口を「青少年婦人対策室」に設置 
●｢婦人問題行政連絡協議会」設置 
 
●「青少年婦人課」設置 （「青少年婦人対策室」改組）
  
●｢広島県婦人対策推進会議」設置 
 
●推進会議「広島県の婦人の地位向上と社会参加をす
　すめるための提言」提出 
 
 
 
 
●広島県新長期総合計画に「婦人の地位向上と社会参
　加の促進」　の項目設定 
 
 
 
 
 
 
●広島県発展計画に「婦人対策の推進」の項目設定 
●婦人総合センター基本構想発表 
●「広島県婦人対策推進懇話会」設置 
 
 
 
●懇話会「婦人対策の推進のために～男女共同参加型
　社会システムへの転換～」提出 
●｢広島県女性プラン」策定 
●｢財団法人広島県女性会議」設立 
 
●広島県婦人総合センター｢エソール広島」開館 
 
 
 
 
 
●「青少年女性課」設置 （「青少年婦人課」改組）  
●「広島県女性対策推進懇話会｣設置 
 
 
●懇話会｢男女共同参画型社会の構築を目指して」提言 
●｢広島県女性プラン（第一次改定）」策定 
 
●「広島県婦人総合センター」を「広島県女性総合センター」
　に名称変更 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●懇話会「２１世紀への男女共同参画社会づくりのために」
　提言 
●「広島県男女共同参画プラン」策定 
●「広島県男女共同参画推進本部｣設置 
 
●「広島県男女共同参画懇話会」設置 
 
 
 
 
●「男女共同参画推進室」設置 （「青少年女性課」改組
） 
●懇話会「男女共同参画に関する条例制定に向けての
　基本的な考え方について」提言  
●「広島県男女共同参画推進条例」公布 （平成１４年施
行） 
 
●「広島県男女共同参画審議会」設置  
●審議会に「広島県の男女共同参画の推進に関する基
　本的な計画に盛り込むべき事項」諮問  
●審議会答申 
 
●「広島県男女共同参画基本計画」策定 
 
 
 
 

１９７６ 

１９８５ 

～
 



編集・発行 広島県（環境生活部管理総室男女共同参画推進室） 
 〒７３０－８５１１  広島市中区基町１０番５２号 
 電話  ０８２－２２８－２１１１（代表） 
 http://www.pref.hiroshima.jp/

　ハートの中で手を取り合い輪になっている姿は,みんなで
いっしょに「あした」を創っていくため,互いに協力し,尊重し
合う「男女共同参画社会」の姿をイメージしたものです。 

（表紙） 

古紙配合率100％再生紙を使用しています 
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